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庄 菊博教授 履歴・業績
［履 歴］
昭和23年12月1日 埼玉県入間市（旧豊岡町）にて出生
[学 歴]
昭和42年3月 埼玉県立豊岡高等学校卒業
昭和42年4月 専修大学法学部法律学科入学
昭和46年3月 専修大学法学部法律学科卒業
昭和46年4月 専修大学大学院法学研究科私法学専攻修士課程入学
昭和48年3月 専修大学大学院法学研究科私法学専攻修士課程修了
昭和48年4月 専修大学大学院法学研究科民事法専攻博士課程入学
昭和51年3月 専修大学大学院法学研究科民事法専攻博士課程単位取得退
学
[職 歴]
昭和50年4月 専修大学法学部助手（昭和53年3月まで）
昭和53年4月 専修大学法学部専任講師（昭和57年3月まで）
昭和57年4月 専修大学法学部助教授（平成元年3月まで）
昭和59年8月 相馬学術奨励基金海外研究員（ドイツ連邦共和国 ミュン
スター大学）（～昭和60年9月）
平成元年4月 専修大学法学部教授（現在に至る）
平成4年8月 平成4年度長期在学研究員（ドイツ連邦共和国 ミュンス
ター大学）
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（～平成5年8月）
平成16年4月 専修大学法科大学院教授（併任）（～平成19年3月）
平成19年4月 専修大学法科大学院教授（兼担）（～平成24年3月）
[学会・研究会]
昭和48年10月 日本私法学会会員（現在に至る）
昭和50年4月 抵当証券基本問題研究会会員（～平成14年3月）
昭和51年5月 信託法学会会員（現在に至る）
昭和51年7月 比較法学会会員（現在に至る）
昭和54年4月 日本土地法学会会員（現在に至る）
昭和55年4月 日本土地法学会関東支部会員（～平成14年3月）
昭和59年10月 金融法学会会員（現在に至る）
平成12年6月 比較法学会理事（～平成16年6月）
平成18年10月 日本私法学会理事（～平成20年10月）
[学内役職]
昭和61年4月 専修大学購買会運営委員（～平成4年7月，平成5年9月
～平成16年3月）
平成3年4月 専修大学国際交流委員会運営委員（～平成5年3月）
平成3年4月 専修大学国際交流委員会委員（～平成5年3月）
平成6年2月 専修大学二部学生部次長（～平成8年1月）
平成6年4月 平成6年度二部クラス担任（～平成7年3月）
平成11年7月 専修大学今村法律研究室室長（～平成13年6月）
平成12年4月 専修大学入学試験委員会委員（～平成16年3月）
平成15年12月 専修大学評議員（現在に至る）
平成16年4月 専修大学育友会主任（～平成21年6月。その後，育友会主
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任教授に役職名変更）
平成16年4月 専修大学神山会指導教員（～平成30年3月）
平成16年4月 専修大学法科大学院自己点検・評価委員会委員（～平成19
年3月）
平成16年4月 専修大学法科大学院ファカルティ・ディベロップメント委
員会委員（～平成19年3月）
平成16年4月 専修大学法科大学院入試広報委員会委員（～平成19年3月)
平成21年4月 専修大学大学院法学研究科長（～平成25年3月）
平成21年4月 専修大学国際交流センター委員会委員（～平成23年3月）
平成21年4月 専修大学法科大学院運営委員会委員（～平成25年3月）
平成21年4月 専修大学法科大学院教員資格審査委員会委員（～平成25年
3月）
平成21年6月 専修大学育友会主任教授（育友会主任の役職名変更。現在
に至る）
平成30年4月 平成30年度一部クラス担任（現在に至る）
[社会活動]
昭和61年5月 入間市図書館協議会委員（～平成6年4月）
平成4年4月 入間市姉妹都市交流委員会（現：入間市国際交流協会）理
事（～平成25年5月）
平成6年6月 入間市公平委員会委員（現在に至る）
平成6年8月 入間西部衛生組合公平委員会委員（現在に至る）
平成6年8月 埼玉県市町村職員退職手当組合公平委員（～平成14年8月)
平成7年1月 入間市生涯学習のまちづくり懇話会委員（～平成7年3月)
平成7年2月 入間市情報公開等懇話会委員（～平成7年10月）
平成7年5月 入間市生涯学習をすすめる市民の会委員（～平成9年3月)
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平成8年3月 入間市街づくり懇話会委員（～平成12年3月）
平成12年6月 入間市市政懇話会委員（～平成12年9月）
平成14年3月 入間市公平委員会委員長（現在に至る）
平成14年11月 入間西部衛生組合公平委員会委員長（現在に至る）
平成14年4月 元気な入間まちづくり条例検討会議委員（～平成15年12月)
平成18年8月 埼玉県都市競艇組合公平委員（～平成26年8月）
平成25年5月 入間市国際交流協会副会長（現在に至る）
平成25年5月 埼玉西部消防組合公平委員会公平委員（～平成29年5月）
平成28年6月 埼玉西部消防組合公平委員会委員長（～平成29年5月）
[賞 罰]
平成14年10月 全国公平委員会連合会表彰（在職8年表彰）
平成18年10月 公平委員会制度55周年記念総務大臣表彰
平成22年10月 全国公平委員会連合会表彰（在職16年表彰）
平成23年1月 入間市有功表彰（入間市公平委員在職16年・入間市表彰条
例第2条第2項第2号による表彰）
平成25年11月 埼玉県知事表彰（埼玉県表彰規則第2条第1号の地方自治
功労による表彰）
［業 績］
[著書・共編著・共著]
『抵当証券制度の課題』（単著）（平成元年 勁草書房）
『新しい金融・不動産の証券化』（共編書）（平成3年 勁草書房）
『ホーンブック民法Ⅱ物権法』（共著）（平成8年 北樹出版）
『概説民法』（共著）（平成10年 勁草書房）
『講説民法（物権法）』（共著）（平成12年 不磨書房）
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『概説民法［増補版]』（共著）（平成12年 勁草書房）
『講説民法（債権総論）』（共著）（平成13年 不磨書房）
『講説物権法［新版]』（共著）（平成16年 不磨書房）
『ホーンブック民法Ⅱ物権法［改訂版]』（共著）（平成17年 北樹出版）
『講説物権法［第2版]』（共著）（平成17年 不磨書房）
[論 文]
「所有者抵当権の実現性──所有者抵当権の諸型態を中心として──」（昭
和48年 修士論文）
「所有者抵当権の潜在──ドイツ民法との比較に於て──」（昭和49年 経
済と法5号）
「仮登記担保の生成と展開──その担保権としての構成に関する一考
察──⑴」（昭和52年 専修法学論集24号）
「仮登記担保の生成と展開──その担保権としての構成に関する一考
察──⑵」（昭和52年 専修法学論集25号）
「仮登記担保の生成と展開──その担保権としての構成に関する一考
察──⑶完」（昭和52年 専修法学論集26号）
「譲渡担保目的物の不当処分行為によって発生する責任の性質──動産譲
渡担保の内部関係において──」（昭和55年 専修法学論集32号）
「根仮登記担保の極度額に関する一考察──いわゆる併用型を中心とし
て──」（昭和56年 専修大学法学研究所紀要6『民事法の諸問題Ⅱ』
所収）
「流動動産譲渡担保の成立──目的物の範囲の特定方法を中心として──」
（昭和56年 専修法学論集34号）
「ドイツにおける抵当証券の流通に関する問題点──わが国の抵当証券を
理解するために──(上）」（昭和56年 抵当証券121号）
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「ドイツにおける抵当証券の流通に関する問題点──わが国の抵当証券を
理解するために──(下）」（昭和56年 抵当証券122号）
「抵当証券と仮登記担保権との関係──仮登記担保権の併用をめぐる問題
点について──(上）」（昭和58年 抵当証券145号）
「抵当証券と仮登記担保権との関係──仮登記担保権の併用をめぐる問題
点について──(下）」（昭和58年 抵当証券146号）
「抵当証券の概要と今後の課題」（昭和59年 金融法務事情1049号）
「抵当証券の発行に伴う諸手続──その特色と問題点──」（昭和59年 抵
当証券151号）
「抵当証券の発行に伴う諸手続──その特色と問題点──(続）」（昭和59年
抵当証券152号）
「抵当証券の手続面における特色と問題点」（昭和60年 金融財政事情研究
会『担保法体系第3巻』所収）
「譲渡担保における所有権の移転──対内関係において──」（昭和61年
筑摩書房『金融担保法講座第3巻』所収）
「抵当証券制度における債務者の地位」（昭和61年 専修法学論集44号）
「抵当証券制度における証券所持人（証券購入者）の保護──西ドイツの
抵当銀行制度を参考として──」（昭和62年 専修法学論集45号）
「西ドイツにおける抵当債券の実務」（昭和62年 NBL373号）
「抵当証券の販売に関する新構想──抵当証券法と販売実務との調整のも
とに──」（昭和62年 専修大学法学研究所紀要12『民事法の諸問題
Ⅴ』所収）
「抵当証券の意義──抵当制度との関係を中心として──」（昭和62年 専
修大学法学究所所報3号）
「西ドイツの抵当証券制度と抵当債券制度──わが国の抵当証券制度との
比較において──(上）」（平成元年 抵当証券212号）
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「西ドイツの抵当証券制度と抵当債券制度──わが国の抵当証券制度との
比較において──(下）」（平成元年 抵当証券213号）
「抵当証券の格付けに関する問題点」（平成3年 抵当証券232号）
「Grundlagen des japanischen Hypothekenbriefgeshäftes 」（Dr.Alexander
Puplickと共筆）（平成3年 Wertpapier Mitteilungen（WM）1991年
6月15日号）
「ドイツの投資・金融面における若干の動向」(平成6年 抵当証券269号)
「Die rechtlichen Eigenschaften des japanischen Hypothekenbriefs 」（平成
6年 専修法学論集60号）
「ドイツにおける物的信用の諸相」（平成8年 抵当証券292号）
「ドイツにおける抵当銀行制度の内容と特徴──ベリンガー博士の論文を
素材として──」（平成8年 抵当証券302号）
「ドイツの抵当銀行制度に関する一考察──-抵当銀行制度をめぐる法改正
を中心として──(上）」（平成9年 抵当証券315号）
「ドイツの抵当銀行制度に関する一考察──抵当銀行制度をめぐる法改正
を中心として──(下)」（平成10年 抵当証券316号）
「ドイツの住宅金融と抵当銀行」（平成10年 住宅問題研究14巻3号）
「建物の再築と法定地上権の成否」（平成11年 抵当証券331号）
「Beschreibung des japanischen Hypothekenbriefsystems und Ausblick」（平
成16年『Recht und Risiko』BandII, Festschrift für Helmut Kollhosser
zum 70. Geburtstag 所収）
[研究ノート・コンメンタール・判例研究等]
「最高裁大法廷判決の仮登記担保理論──清算に関する検討を中心とし
て──」[研究ノート]（昭和51年 専修法学論集23号）
「ドイツ法と仮登記担保」[研究ノート]（昭和53年 専修法学論集28号）
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「根仮登記担保権の極度額」[判例研究]（昭和54年 専修法学論集30号）
「仮登記担保における目的不動産の受戻」[判例研究]（昭和56年 専修法
学論集33号）
「民法200条2項但書にいう「承継人カ侵奪ノ事実ヲ知リタルトキ」の意
義」[判例研究]（昭和59年 専修法学論集36号）
「ファイナンス・リース契約においてリース業者がリース期間の中途で利
用者より物件の返還を受けたことによって取得した利益の清算義務お
よび右利益の算定基準」［判例研究］（昭和58年 判例評論292号）
「抵当証券取引の実務上の諸問題と法的検討」［座談会］（昭和59年 金融
法務事情1049号）
「抵当証券の基本問題について──抵当証券基本問題研究会報告書──」
[報告書・共筆]（昭和59年 抵当証券150号）
「抵当証券業務の取扱い Q&A」[設例と解答]（昭和59年 銀行実務191号）
「西ドイツの住宅事情と住宅金融機関について(上）」[研究ノート]（昭和
61年 抵当証券173号）
「西ドイツの住宅事情と住宅金融機関について(下）」[研究ノート]（昭和
61年 抵当証券174号）
「OLG（Hamm）訪問記」［資料］（昭和61年 専修大学今村法律研究室報
12号）
「後順位担保権者に対する仮登記担保権者の仮登記担保契約に関する法律
5条1項の通知」[判例研究]（昭和62年 専修法学論集46号）
「基本法コンメンタール債権各論［第三版］契約（第二章）・契約ノ成立
（第二章，第一節，第一款）」[コンメンタール・打田畯一氏と共筆]
（昭和63年 日本評論社）
「西ドイツにおける抵当証券・抵当債券に関する調査団報告書」[報告書]
（昭和63年 抵当証券203号）
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「基本法コンメンタール物権［第三版］所有権留保」[コンメンタール・打
田畯一氏と共筆]（昭和63年 日本評論社）
「抵当証券法の施行地域の拡大について──抵当証券基本問題研究会報告
書──」[報告書・共筆]（平成3年 抵当証券235号）
「日本の抵当証券取引に関する基礎的考察(上）」[翻訳]（平成3年 抵当
証券242号）
「日本の抵当証券取引に関する基礎的考察(下）」[翻訳]（平成3年 抵当
証券243号）
「新・判例コンメンタール民法4担保物権（388条～398条）」[コンメンタ
ール]（平成3年 三省堂）
「抵当証券制度の展望」[講演録を一部改変]（平成4年 抵当証券事業6
号）
「抵当証券関係英・独用語集」[用語解説・独を担当]（平成4年 抵当証
券251号）
「日本の抵当証券の法的特徴」[翻訳]（平成7年 抵当証券280号）
「基本法コンメンタール債権各論Ⅰ契約」[コンメンタール・打田畯一氏と
共筆]（平成7年 日本評論社）
「ドイツにおける犯罪──報道と生活実感の狭間より──」[研究ノート]
（平成8年 専修大学今村法律研究室報25号）
「抵当証券発行の対象となる担保目的物の拡大について──抵当証券基本
問題研究会報告書──」[報告書・共筆]（平成8年 抵当証券296号）
「基本法コンメンタール物権［第四版］所有権留保」[コンメンタール・打
田畯一氏と共筆]（平成8年 日本評論社）
「ドイツにおける抵当銀行制度および抵当債券等の概要」[研究ノート]
（平成10年 抵当証券323号）
「抵当証券制度の今後の展開について──信用の向上と流通性の改善に向
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けての検討事項と打開策──」[研究ノート]（平成13年 抵当証券
340号）
「基本法コンメンタール物権［第五版］所有権留保」［コンメンタール・打
田畯一氏と共筆］（平成14年 日本評論社）
「基本法コンメンタール債権各論Ⅰ［第四版・新条文対照補訂版］契約
（第二章）・契約ノ成立（第二章，第一節，第一款）」[コンメンター
ル・打田畯一氏と共筆]（平成17年 日本評論社）
「基本法コンメンタール物権［第五版・新条文対照補訂版］その他の担
保・所有権留保」［コンメンタール・打田畯一氏と共筆］（平成17年
日本評論社）
「不実の登記を信頼して不動産を取得した第三者に民法94条2項，110条が
類推適用された事例」［判例研究・杉江隆司氏と共筆］（平成19年 専
修法学論集99号）
「不動産譲渡担保と第三者異議の訴え」［判例研究・杉江隆司氏と共筆］
（平成20年 専修ロージャーナル3号）
「日本私法学会第71回大会開催報告」［報告書］（平成20年 専修大学法学
研究所所報36号）
「被担保債権の弁済期後による目的不動産の譲渡と譲渡担保権設定者によ
る受戻しの可否」（最三判平6・2・22）［判例研究・杉江隆司氏と共
筆］（平成20年 金融商事判例増刊1286号）
「帰属清算型譲渡担保において譲渡担保権者が物上保証人として目的不動
産に根抵当権等を設定した場合における清算金の有無および額の確定
時期」（東京高判平9・7・31）［判例研究・杉江隆司氏と共筆］（平
成20年 金融商事判例増刊1286号）
「所有権留保の目的動産が第三者所有地上に放置されている場合における
留保所有権者の責任」［判例研究・杉江隆司氏と共筆］（平成21年 専
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修法学論集107号）
「流動集合動産譲渡担保において物上代位が認められた事例──最決平成
22年12月2日民集64巻8号1990頁──」［判例研究・杉江隆司氏と共
筆］（平成23年 専修法学論集113号）
［研修会講師・講演・コーディネーター等］
昭和60年 入間市中級職員研修講師（民法入門）（平成4年および平成22
年を除き，現在に至る）
昭和63年 西ドイツにおける抵当証券・抵当債券に関する調査団コーディ
ネーター（テクノロジー・トランスファー研究所主催）
平成2年 欧米の抵当証券に関する実態調査団──セキュリタイゼーショ
ンを展望して──コーディネーター（テクノロジー・トランスファー
研究所主催）
平成6年 国際文化フォーラム ドイツを知る──その生活と文化 パネ
リストとして「ドイツのまち」について基調講演（入間市・入間市姉
妹都市交流委員会共催）
平成28年 「豊岡高校からのスタート」（講演・専修大学高大連携事業）
平成29年 「民法の質権と質屋」（講演・専修大学法学部140回講演会）
その他，講演・随筆・コラム・署名新聞記事多数。
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